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2015（平成 27）年 3 月 27 日に学校教育法施行規則及び「学習指導要領」が一部改訂さ
れ、従来の「道徳の時間」は「特別の教科である道徳」と改められた。これによって、正式
に道徳の教科化が決定し、小学校は 2018（平成 30）年度、中学校は 2019（平成 31）年度
から検定教科書を使用した「特別の教科 道徳」の授業が開始された。
道徳の教科化が成立した直接の契機は、第二次安倍内閣のもとに 2013（平成 25）年 1 月













































た（肩書きはいずれも任命時）4）。26 名の委員のほとんどは、1999（平成 11）年 10 月末に
文部省が首相官邸に提出した 50 名の名簿から選出されたとされる5）。
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第 4 回全体会議では、江崎座長より今後の「審議事項（案）」が示され11）、「第 1 分科会










第 1 分科会の会議は、5 月 25 日に第 1 回が開催され、以後、6 月 15 日、6 月 23 日、7




















2.2. 第 1 分科会報告「日本人へ」
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科会の総意となっていく。その役割が曽野に求められたのは、曽野が作家であることによる



















































































































2006（平成 18）年 9 月 26 日に内閣総理大臣に就任した安倍晋三は、第一次安倍内閣に












ら道徳の教科化を目指していたかどうかは疑問である36）。同年 9 月 29 日に行われた安倍の
所信表明演説では「教育免許更新制の導入」「学校の外部評価の導入」などが挙げられてい
たものの、道徳教育については言及されていない。実際、2007（平成 19）年 1 月 24 日に
再生会議が公表した「社会総がかりで教育再生を―公教育再生への第一歩―（第一次報告）」





で検討されていた。しかし、同年 3 月 14 日に第 1 分科会「学校再生分科会」において道徳

















































2007 年 6 月 1 日に再生会議は、「社会総がかりで教育再生を─公教育再生に向けた更な
る一歩と『教育新時代』のための基盤の再構築─（第二次報告）」（以下、「第 2 次報告」と


















も、それは政府においても共有されていった。2007 年 6 月 19 日に閣議決定された「経済




特に、同年 9 月 26 日に安倍首相が内閣発足から 1 年で退陣して以降は、道徳の教科化の方
向性にも変化が生じていった。とりわけ、この変化を決定づけたのは、伊吹文明文部科学大
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ますから、再生会議の方も極めて慎重に教科書等についてはあの報告の中にはお書きになっ
ていると思います」38）と答弁した。























































小野が前回 10 月 13 日の第 10 回会議での道徳教科書について重ねて発言したが、道徳の教
科化についての議論にそれ以上の進展は見られなかった。
































































あり、同年 1 月 22 日の合同部会は、答申の内容を前提として議論されていたのである。














ない。教育改革国民会議が提言した教育基本法の改正は、2006（平成 18）年 12 月 22 日に
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中央教育審議会教育課程部会では、2004（平成 16）年 9 月から「豊かな心をはぐくむ教
育の在り方に関する専門部会」（主査：本田和子、以下、「専門部会」と略）が設置されてい


































そのため、2008 年 8 月に文部科学省に設置された「子どもの徳育に関する懇談会」の議







2 ） 詳しくは、拙著『戦後教育改革と道徳教育問題』（日本図書センター、2001 年）、『戦後教育の
なかの道徳・宗教（増補版）』（文化書房博文社、2006 年）、『道徳教育の教科書』（学術出版会、
2009 年）などを参照のこと。










国民会議担当室がまとめた『有識者から寄せられた教育のあり方に関する意見』（2000 年 5 月）
には 86 名の回答がまとめられている。この 86 名の中には教育改革国民会議の委員は含まれてお
らず、委員予定者にもこの依頼文が送付されたのかどうか、あるいは委員の回答を除いたものを
143





5 ）『読売新聞』2000 年 3 月 16 日。





8 ） 前掲書『教育改革国民会議の記録』155 頁。
9 ）『毎日新聞』2000 年 3 月 28 日。
10） 内閣官房内閣審議室教育改革国民会議担当室『教育改革国民会議の記録 資料編 2 全体会議
配布資料』（2001 年 1 月）165～166 頁。及び河上亮一『教育改革会議で何が論じられたか』（草
思社、2000 年）94 頁。
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22） 曽野のレポートでは、「満 18 歳ですべての国民に、1 年ないし 2 年の奉仕期間を設定し、動員
することです。（中略）これは文字通り、それまで社会、親などから受けて来た恩恵を、いささ
かでも、社会に還元するという自然な人間的行為です」（前掲書『教育改革国民会議の記録 資
料編 3 第 1 分科会』、226 頁）と表現されていた。





研究会編『解放教育』第 31 巻第 6 号、2001 年 6 月）88 頁。







32）「時事世論調査」（全国 20 歳以上の男女 2,000 人を対象に時事通信社が行う月例世論調査）では、
2000 年 6 月の内閣支持率は、支持が 18.2% となり、7 月には不支持が 56.9% となっている。
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